
【令和３年度（第１回）】 

執行官採用選考筆記試験（論文式）問題 

 

第１問 平成２９年法律第４４号（令和２年４月１日施行）による改正後の

民法が適用されるものとして，以下の問いに答えよ。  

Ａは，Ｂの詐欺により，自己が所有する甲土地をＢに売却し（以下，

この売買を「本件売買契約」という。），その旨の登記をした。その

後，Ａは，Ｂに騙されたことに気付き，Ｂに対し，詐欺を理由に本件

売買契約を取り消す旨の意思表示をした（各問は独立した問いとして

答えよ。）。 

１ Ｂは，Ａが本件売買契約を取り消す前に，Ｃに対して甲土地を売却

して引き渡していたが，登記はＢのままであった。この場合のＡＣ間

の法律関係について論ぜよ。 

２ Ｂは，Ａが本件売買契約を取り消した後に，Ｄに対して甲土地を売

却してその旨の登記をした。このとき，以下の各場合におけるＡＤ間

の法律関係について論ぜよ。 

⑴ Ｄが，本件売買契約が取り消されたことを知らなかった場合 

⑵ Ｄは，本件売買契約が取り消されたことを知ったうえで，Ａに高

値で売りつけるために，甲土地を相場より低廉な金額で買い受けた

ものであった場合 

（配点：１５０点） 

 

 

第２問 ＸとＹとは１００万円でＹが所有する中古自動車（以下「本件自動車」

という。）をＸに売却する契約を締結したものの，引渡し後に，本件自

動車には不具合があることが判明し，Ｘは自ら修理費用を負担して，本



件自動車を修理した。以上の事実関係（以下「前提事実」という。）を

前提に，以下の問いに答えよ（以下の各問いは，それぞれ独立したもの

とする。）。 

１ Ｘは，Ｙに対し，訴訟を提起し，前提事実に加えて，本件自動車には引

渡し時点で不具合があったこと，修理費用が４０万円かかったこと，修理

をせざるを得なくなったことにより精神的損害を被り，その慰謝料は１０

万円が相当であることを主張した上で，修理費用４０万円及び慰謝料１０

万円を請求した。訴状及び第１回口頭弁論期日呼出状は，Ｙに送達された

ものの，Ｙは，答弁書・準備書面を提出せず，第１回口頭弁論期日に出頭

しなかったため，裁判官は弁論を終結した。裁判官は，本件においては，

修理費用は４０万円もかからないはずであり，また，原告が主張する事実

関係を前提としても，Ｘに慰謝料は発生していないと考えている。 

⑴ 修理費用４０万円について，どのような判決をすべきか。 

⑵ 慰謝料１０万円について，どのような判決をすべきか。 

   ２ Ｘは，Ｙに対し，訴訟を提起し，前提事実に加えて，本件自動車には引

渡し時点で不具合があったこと，修理費用が５０万円かかったことを主張

し，修理費用のうち一部であることを明示して４０万円を請求した（以下，

これを「前訴」という。）ものの，裁判所は，そもそも引渡し時点では本

件自動車には不具合がなかったと判断し，判決で，原告の請求を棄却した

（当該判決を「前訴判決」という。）。Ｘは，再度提訴し（以下，これを

「後訴」という。），同様の事実関係を主張した上，修理費用のうち，前

訴で請求していなかった１０万円をＹに請求した。 

⑴ 前訴判決の既判力は，修理費用５０万円のうち，どの部分に及ぶか。 

    ⑵ 裁判所は，後訴において，どのような判決をすべきか。 

（配点：７５点） 

 

 



第３問 不動産の強制競売における剰余主義及び無剰余取消し並びに無剰余回避

の手続について説明せよ。 

（配点：７５点） 


